
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記  

１  継続事業の前提に関する注記 

    該当事項はない。 

２  重要な会計方針 

平成２４年度から「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日、平成２１年１０月１６日 

平成３０年６月１５日改正 内閣府公益認定等委員会）を採用している。 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的の債券・・・償却原価法によっている。 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品は、先入先出法による原価法を採用している。 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

減価償却については、法人税法の規定に基づき、償却している。なお、奥田公園駐車場の繰延 

資産は、有形固定資産の耐用年数による均等償却を実施している。 

(4) 引当金の計上基準 

    賞 与 引 当 金・・・職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額 

を計上している。 

    退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、期末要支給額の１００％を計上している。 

なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。 

(5) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税込み方式により行なっている。 

３  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産     

預金 170,300  63,570 106,730 

投資有価証券 69,829,700 63,570  69,893,270 

小 計 70,000,000 63,570 63,570 70,000,000 

特定資産     

 退職給付引当資産 280,126,146 15,449,414 7,360,047 288,215,513 

長期修繕積立資産 

公１事業環境整備資金 

36,010,000 

16,059,600 

 

16,500,000 

11,500,000 

15,559,600 

24,510,000 

17,000,000 

小 計 332,195,746 31,949,414 34,419,647 329,725,513 

合 計 402,195,746 32,012,984 34,483,217 399,725,513 
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４  基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財産

からの充当額) 

(うち一般正味財産

からの充当額) 

(うち負債に 

対応する額) 

基本財産     

預金 106,730 (106,730) － － 

投資有価証券 69,893,270 (69,893,270) － － 

小 計 70,000,000 (70,000,000) － － 

特定資産     

退職給付引当資産 288,215,513 － － (288,215,513) 

長期修繕積立資産 

公 1 事業環境整備資金 

24,510,000 

17,000,000 

－ 

－ 

(24,510,000) 

(17,000,000) 

－ 

－ 

小 計 329,725,513 (0) (41,510,000) (288,215,513) 

合 計 399,725,513 (70,000,000) (41,510,000) (288,215,513) 

５  担保に供している資産 

    該当事項はない。 

６  固定資産及び繰延資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産及び繰延資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

     固 定 資 産                        （単位：円） 

科    目 取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高 

建     物 733,063,256 322,337,838 410,725,418 

建 物 付 属 物 309,890,667 286,598,252 23,292,415 

構  築  物 38,409,445 36,434,877 1,974,568 

車     両 932,557 932,556 1 

什 器 備 品 53,448,646 50,943,094 2,505,552 

合    計 1,135,744,571 697,246,617 438,497,954 

     繰 延 資 産                           （単位：円） 

科    目 支 払 金 額 償却累計額 当期末残高 

 建物本体設置費用 1,430,591,051 915,661,912 514,929,139 

合    計 1,430,591,051 915,661,912 514,929,139 

７  保証債務等の偶発債務 

該当事項はない。 
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８  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

                                       （単位：円） 

種類及び銘柄 帳簿価額 時  価 評価損益 

国内公社債 

福島県平成 29 年度第 2 回 
49,926,818 50,025,000 98,182 

国内公社債 

福岡市平成 29 年度第 10 回 
9,983,438 10,001,000 17,562 

国内公社債 

茨城県平成 29 年度第 3 回 
9,983,014 9,997,000 13,986 

合    計 69,893,270 70,023,000 129,730 

９  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 
当期末 

残高 

貸借対照

表上の記

載区分 

補助金 

藤沢市まちづくり協会運営

費人件費補助事業補助金 
藤沢市 0 19,521,000 19,521,000 0 

一般正

味財産 

補助金 

藤沢市生きがい福祉センタ

ー事業会計助成費補助金 
藤沢市 0 49,706,000 49,706,000 0 

一般正

味財産 

補助金 

高年齢者就業機会確保事業

費等補助金 

厚生労働省 0 10,783,000 10,783,000 0 
一般正

味財産 

寄付金 

寄付金 
団体等 0 373,518 373,518 0 

一般正

味財産 

合 計 0 80,353,518 80,353,518 0  

１０ 関連当事者との取引の内訳 

    該当事項はない。 

１１ 重要な後発事象 

    該当事項はない。 
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附 属 明 細 書 

１  基本財産及び特定資産の明細 

財務諸表に対する注記「３基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」に記載している。 

２  引当金の明細 

（単位：円） 

科目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞与引当金 25,840,193 26,694,060 25,840,193 0 26,694,060 

退職給付引当金 280,126,146 15,449,414 7,360,047 0 288,215,513 
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